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製品安全対策優良企業表彰説明会

日立アプライアンス株式会社
品質保証センタ

巻島 文夫

2014/6/18

日立アプライアンス株式会社
製品安全に関する取組み
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Ⅰ. 会 社 紹 介

■ グループ構成

日立製作所 日立ｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ（株）

日立ｺﾝｼｭｰﾏ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ（株）
家電品の販売、保守サービス

家電品の開発、製造、販売

多賀事業所

栃木事業所

清水事業所

■ 日立アプライアンス株式会社

・事業内容：家電製品及び総合空調の開発・製造・販売

・取締役社長：二宮 隆典

・従業員数：約6300名（連結 約18800名；2014年3月31日現在）

・資本金：200億円

青梅事業所・他
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1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

増産・輸出

オイルショック

原価低減(VA)

＜PL法施行＞

製造責任

社告回収対応

冷蔵庫 洗濯機 電子レンジ

石油ファンヒータ 衣類乾燥機

STAGE1

海外生産

1990 3.家電統一指針制定

1994

5.PSリスクアセ
スメントの徹底

1986

1.日立QF理念制定

1993

1987 2.死に様試験確立

Ⅱ. 製品安全確保体制

2006
STAGE2

社告回収対応
(ハイブリッド化に伴う製品事故)

洗濯乾燥機 生ゴミ処理機
6.製品安全確保
手段確立

4.PL法対応ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ制定

＜検査→品質保証(日立全社改称)＞

1995
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ＰＬＰ
ＰＳ(Product Safety)

ＰＬD(Product Liability Defence)
(Product Liability Prevention)

[製品安全対策]

[PL防御、訴訟対策]

ＰＬD対応；活動内容規定

事前(記録の保存、保険加入、情報入手等)

事後(現場調査、被害者救済対策、市場対策等)

ＰＬ法対応ガイドライン

1994年制定

ＰＳ対応；活動内容規定

PS-PTA分析、死に様確認、部品･工程管理等
(PS - Potential Tree Analysis ; 変形FTA)

5

© Hitachi Appliances, Ltd. 2014. All rights reserved.

ヒータ 洗剤付着
洗
濯
機

無 有

洗
乾
機

有 有

乾
燥
機

有 無

事
故
発
生

基板コネ
ク タ 接触
不良時発
熱大発火

接続部の
リ ー ド 線
腐食断線
時 発 火

コントロール基板

ヒータ

メイン制御部

モータ

基板コネクタ

リード線接続部

ＰＳリスクアセスメントにより安全確立

製
品
個
々
に
は
事
故

発
生
が
な
か
っ
た

洗濯乾燥機

ＰＳ ； Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓａｆｅｔｙ （製品安全）

ハイブリッド化に伴う問題の解決

ＰＳリスクアセスメントの徹底

ファブリケーション事故
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事
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ロジック

安全方策 品質保証
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本質安全設計 安全

防護
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情報

リスク

除去

リスク

低減

安全/防
護装置

警告表
示等

小電力化

直接接続
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ディレー
ティング
等

難燃材
ＰＳ工程

金属エン
クロージ
ャー、不

燃布

ヒューズ

本体に
｢○○｣
と警告
表示

寿命・性
能・信頼
性・最悪
状態強制
確認試験

寿命・性
能・信頼
性・最悪
状態強制
確認試験

最悪状態
強制確認
試験

現品確認

①
発
火
す
る

部品からの発火

接続部から発火

②外郭
に延焼
する

③不安全な
まま放置 顧客による消火活動

a11

a12

a1

a13

発
火
に
よ
る
火
災
で
周
囲
延
焼

カ
テ
ゴ
リ

( 

重
要
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､

発
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-10

10
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-310

-3

10
-1
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C

10
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＜「PSPTA手法」の開発(日科技連ﾃﾞﾌｧｸﾄｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ)＞
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製品安全設計仕様書の作成

ＰＳ分析表による解析
(ＰＳリスクアセスメント)①

ＰＳ-デザインレビュー
（製品安全設計審査）

実機又はデータによる検証

製品の全数検査③

製品安全検討項目確認書

による確認

最悪状態強制確認試験検討書
の作成

死に様試験②

ＰＳ工程の確立

最悪状態強制確認(死に様)
試験の実体感教育

品質講演会

事故品展示、事故事例集

ＰＳ監査/総点検

教育、ＰＳ意識向上

安全規格/指針

家電品安全指針

製品安全規格

常日頃からの見直し実施

製品出荷

ヒヤリハット事例
（ハインリッヒの法則）

事故発生事故？

製品安全確保手段確立

＜お客様等からの情報＞
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上期、下期の２回実施
実施時期

活動内容

品 質 強 調 月 間

上期 ６．１～６．３０

下期 １１．１～１１．３０

製品安全規格、不良事例の

理解度試験

品質標語・ワッペンの募集

ＰＳ事故実体感教育の実施

取引先ＰＳ工程審査と指導

ＰＳ相互監査の実施

ＰＳ講演会

不良発見表彰制度の奨励

＜教育・ＰＳ意識向上策例＞

開催案内チラシ 例
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不
特
定
多
数
の
お
客
様

販
売
店
様

修
理
受
付

セ
ン
タ

技
術
部
門

販売／営業

お客様相談センタ

事
業
部

QA

消費者関連室

品質保証部

社内情報を事業部から検索

サービス部

設計

製造

社長参加（VCSミーティング）

お問合せ回答システム

ＴＥＬ・手紙・メール

お客様相談センタ

製品改善

修理処置方法等改善

お客様生の声公開

安全規格見直し

/誤使用範囲の見直し

Ⅲ. お客様との連携強化策

＜お客様等からの情報共有とその活用＞
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日立グループサステナビリティレポート

（日立製作所発行）

センター・レポート

（消費者関連室発行）■ ＣＳ経営行動指針

・お客様にとって価値あることが第一。

魅力ある製品・サービスを！

・事故を起こさないのが基本。

万が一起きたら、最優先で万全な対策を！

■ 消費者関連室の設置

・Gr全体でスピーディーな誠意ある対応

・公的機関、消費者関連団体との連携強化、

情報の発信。

＜ 消費者権利の尊重＞
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2000 2005 2010 2015

＜事故報告義務化(改正消安法)＞

3. 日立家電製品の安全統一指針改訂

5.情報開示強化（Web他）

2.製品安全に関する行動指針（社長示達）

2007年5月14日

4.事故発生時の対応フロー見直し

Ⅳ. お客様に安心をお届けする体制

1.製品安全自主行動計画掲示

STAGE3

社告回収対応

電気こんろ 生ゴミ処理機
(誤使用･故障状態での使用で発火)

2007年4月27日

2009年4月1日

＜特定保守製品(9品目)の表示等開始 （消安法）＞

＜特定保守製品等(5品目)の表示開始 （電安法）＞

長期使用家電品相談窓口を設置

2008年4月1日

2009年

第1回 製品安全対策優良企業表彰 大企業製造事業者 金賞受賞

2007年11月

12
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１章．日立家電品の製品安全に関する指針

１-１ 製品安全十戒

１-２ 日立製品の安全に関する指針

＜安全規格の階層構造化推進；Ａ規格に特化するとともに

PSリスクアセスメント推進を規定化＞

２章．日立家電品の事故情報管理及び処置報告の運用規定

３章．電気用品事故対応マニュアル

３-１ 発煙・発火事故調査マニュアル

３-２ 事故報告運用マニュアル

３-３ 事故対策実施基準

３-４ 国内生産物賠償責任保険事故処理マニュアル

４章．電気用品安全法関連管理マニュアル

（安全規格の階層構造化 2009年）

日立家電製品の安全統一指針改訂
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C規格は

個別ＴＣ

で開発

・工作機械
・産業用ロボット
・鍛圧機械
・無人搬送車
・化学プラント
・輸送用機器

・
・

＜安全規格の階層構造＞

基本

安全規格

グループ安全規格

個別製品安全規格
個別の製品毎の規格（例示規格）

IEC/TC44
Safety of machinery

- Electro technical aspects

・電気設備安全規格 (IEC60204)
・表示装置安全規格 (IEC61310)
・産業機械電気装置 (IEC61491)
・電気的検知保護設備 (IEC61496)
・人検出用保護装置 (IEC62046)
・スイッチ類規格 (IEC60947)
・ＥＭＣ規格 (IEC61000-4)
・トランス規格 (IEC60076)

・
・

すべての規格類で共通に利用できる
基本概念や設計原則を扱う規格

ISO/TC199
Safety of machinery

・リスクアセスメントの原則
(ISO14121, JIS B9702)

・機械類の安全性・基本概念設計のため
の一般原則 (ISO12100, JIS B9700)

・インタロック規格 (ISO14119)
・ガードシステム規格 (ISO14120)
・システム安全関連部 (ISO13849-1)
・安全関連部品規格 (ISO13849-2)
・非常停止規格 (ISO13850)
・安全距離規格 (ISO13852)
・突然の起動防止規格 (ISO14118)
・両手操作制御装置規格 (ISO13851)
・マットセンサ規格 (ISO13856)
・階段類の規格 (ISO14122)

・
・

安全装置の規格とか、人間の
手の長さのような物理的な常
数などに関連した規格で、幅
広い分野の安全に共通に使

える規格

特定の機器等に対する詳細
な安全要件を規定

Ａ

Ｂ

Ｃ

ISO/IEC Guide 51(JIS Z8051)

ISO：機械系 IEC：電気系

14
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事故発生時の対応フロー

事故発生 情報入手

お客様報告・処置

原因調査

現場調査

現品調査

日立製作所幹部に報告

消防・警察報告

消費者庁報告

リコール実施
経産省
開始報告

経産省
定期報告

＜24時間以内＞

＜10日以内＞

積極対策要

「発煙発火事故調査ﾏﾆｭｱﾙ」に従って原因調査し、「製品事故
対策実施基準」に従って処置対応を行うこと

改正消安法

NITE報告

(重大製品事故)

(非重大製品事故)

本社宛週報

＜翌週火曜日＞

(消費者庁に相談後提出)
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「重要なお知らせ」ページ

「日立の家電品」トップページ

「リコール商品」ページ
（2013年新たに追加）

リコール情報を見つけやすくすることで、
積極的にお客様に情報を提供。

５. 情報開示強化（Web他）

経済産業省 製品安全課 事故対策室殿より提案頂く

16
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Ⅴ. 製品安全対策優良企業表彰（第一回）

■経済産業大臣が製品安全に対して積極的に取り組み、かつ、
消費者からも高く評価された企業を選考し、表彰するもの

■2007年度が第1回で、今後毎年実施予定

■応募対象企業
消費生活用製品の製造事業者、輸入事業者、
小売販売事業者

■審査基準
（１）企業行動評価

・経営関連項目 ・消費者関連項目
・体制整備関連項目 ・事業運営関連項目

（２）対外的評価

■審査ステップ
（１） 1次審査 ： 製品安全対策説明書、確認資料等による書類審査
（２） ２次審査 ： 消費者団体等からのヒアリングを基に、現地調査を実施

応募には躊躇 :①一口こんろのリコール直後 製品安全課に
②特定社受賞確定の流言飛語 相談し、期限
③とは言え、活動レベル確認したい ギリギリで応募

17
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＜製品安全対策優良企業表彰 審査評価体系＞

企業理念

（１）経営方針の明確化
（２）経営トップのリーダーシップ

及びコミットメント
（３）製品安全文化の醸成

（１）法令遵守体制の構築・実施
（２）製品安全体制の構築・実施
（３）情報収集・共有・伝達体制の

構築・実施

（１）消費者権利の尊重
（２）消費者対応体制の構築・実施
（３）情報開示体制の構築・実施

（１）製品安全管理体制の構築・実施
（２）品質・安全アセスメントチェック
（３）危害防止体制の構築・実施

2.体制整備

4.業種別：製造・輸入

1.経営理念

3.消費者保護

18
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＜受 賞 理 由＞

＜大企業製造事業者・輸入事業部門＞

◎金賞 日立アプライアンス株式会社

毎月17日はPS事故反省の日

ゼロ

資材

生管

品証製造

生技

海推

情シ

総務

経理
設計

知財

【主な受賞理由】

１）製品リスクアセスメントの設定・運用

消費者の視点から製品の安全性に関す
るリスクを評価し、そのリスクが許容できる
か否かを決定する体制が適切に整備され
ている。

２）不良発見表彰制度の奨励

組立不具合等の不良品を発見した社員を
表彰する取組を実施している。

３）製品安全事故実体感教育の実施

事故品の掲示、死に様試験の実施等によ
り社員に拡大被害に至る状況や防止対策
等を体感させている。
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＜経済産業大臣より授与＞

■ 2007年11月30日、経済
産業大臣より授与される

20
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＜ 受 賞 報 告 ＞

１．新聞掲載（一面；左図）

２．ポスター掲示（Ａ１サイズ;左図）

３．カタログ・名刺印刷

４．外部講演会（経済産業省、

消費者団体、各種研究会、

同業他社、異業種他社等）

５．社内講演会（日立製作所社内、

関連各事業所(含海外)）

６．新聞・雑誌・ＴＶ取材応需

受賞後の成果
・社内の更なる安全意識向上が図れた
・公的機関等で日立家電品の安全性を

認めて頂けた

21
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非常識な
誤使用

予見可能な
誤使用

故障状態での使用

正しい使用

(１) リスクが受容できる製品の提供 ⇒ PSリスクアセスメント＋死に様試験

(２) 消費者に注意を喚起 ⇒ 製品安全啓発活動(含消費者教育)推進

(財)家電製品協会活動支援（家電品の場合）

(３) 消防に製品安全取組状況紹介 ⇒ 放水の注意点・原因調査方法紹介等

誤使用

企業が
確保すべき

範囲

消費者教育

使用者が注意
すべき範囲

正常な使用状態

異常な使用状態

ＯＫＡ トライアングル

Ⅵ. 今後の取組み

22
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＜消費者に注意を喚起＞

■パンフレット「家電製品を安全に使うためのマーク｣（2008年）配布

■「家電製品を安全に使うために」ビデオシリーズ（2010年～2013年）配布
＜児童向け＞

みんなで考えよう！
家電製品の安全な使い方

（2011年）

高齢者の安心・安全のために
家電製品の正しい使い方

（2012年）

家電製品の正しい使い方
～事故事例と安全上のご注意～

（2013年）

家電製品
点検とお手入れ歳時記

（2012年）

家電製品を安全に使うために
〜ご存知ですか? マークの意味〜

〜事故事例とマーク〜

（2010年）

(財)家電製品協会支援

行政実施 消費者啓発活動支援

■消費生活展等に資料提供とサンプル展示、講師派遣等
23
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＜消防との連携強化(製品構造、調査手順紹介)＞

年 月 日 場 所 参 加 者 参加人数

11.07.28～29 福岡市消防局 福岡市消防局 予防課調査係、周辺市（県南・西）消防署 170名

12.07.27 仙台市消防局 仙台市消防局 予防課調査係、近県(岩手・山形・福島)消防署 100名

12.09.11 福知山消防本部 福知山消防本部 予防課調査係、丹後・丹波地区消防署 70名

12.10.25 佐賀広域消防局 佐賀広域消防局 予防課調査係、県内近隣消防署 100名

13.02.15 北九州市消防局 北九州消防局 予防課調査係、周辺市（県南・東）消防署 100名

福岡県警 科捜研、九州メーカ会、ＪＥＭＡ、ＴＯＴＯ

13.06.27～28 ＨＣＭ中部支社 名古屋市消防局 消防課調査係、火災調査員、中部メーカ会(三菱) 80名

13.10.10 名古屋市青少年文化センタ 東海４県 消防局 予防課 調査係 400名

14.06.19～20 ＨＣＭ中部支社 名古屋市消防局 消防新人教育 80名

14.07.17～18 福岡市消防局 福岡市消防局 予防課調査係、周辺市（県南・西）消防署 80名

14.08.22 長崎市消防局 長崎県消防長会調査員研修会、長崎県下消防本部の調査担当者 45名
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ご清聴有難うございました

日立アプライアンスはこれからも、

お客さまが安心してご使用いただける製品を
提供するとともに、

社会に対し、早く正確に安全に関する情報発
信を行ってまいります。
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